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本日のご議論のポイント
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 本日は、科学的有望地の要件・基準に関する検討の成果について、地層処分技術ＷＧ（技術Ｗ
Ｇ）から報告を頂き、質疑応答を行うとともに、それを踏まえて、将来的な科学的有望地の提示
に向けて必要な準備を整える観点から、主に以下の点についてご議論頂きたい。

（１）技術ＷＧの検討の成果を踏まえた、社会科学的観点からの検討について

（２）技術ＷＧの検討の成果を踏まえた、科学的有望地の意義・目的や位置づけ等に関する国民
理解について

（参考） 科学的有望地の要件・基準の検討に関するこれまでの経緯

 昨年９月の最終処分関係閣僚会議を踏まえ、昨年１０月から、本ＷＧとして科学的有望地の要件・基準等
に関する検討を開始し、科学的有望地提示の意義・目的や位置づけ（特に法定調査との関係性）、検討の
手順等を整理した。

 その整理を踏まえ、技術ＷＧでは、昨年１１月から、地球科学的観点からの技術的な事項に関する検討を
開始した。本年４月には、その時点での検討状況について技術ＷＧから報告を受け、本ＷＧにおいて議論
を行った。

 更なる検討を経て、先日9月17日、技術ＷＧとして検討の成果の整理案について議論し、基本的に了承が
得られた。



（１）社会科学的観点からの検討について
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 最終処分関係閣僚会議では、地球科学的観点及び社会科学的観点を踏まえて科学的有望地
を検討するとの大枠が示され、技術ＷＧで主に前者の観点からの検討を実施した。

 本ＷＧでは、海外の事例も参考に、残された社会科学的観点からの検討を行っていくこととす
るが、まず、技術ＷＧの検討の成果のうち放射性廃棄物ＷＧでの検討を求められた点（下記参
考参照）について、どう考えるか。

（参考） 技術ＷＧの検討の成果のうち、本ＷＧでの検討を求められた点

 安全性の確保に必要な調査・評価を円滑に実施する観点からは、関係法令等による土地利用の制限が
少ない、地権者が少ない、といったことが好ましいと考えられる。

 輸送については、安全性に配慮した輸送経路を確保する上では港湾の建設・利用可能性や専用道路の
敷設可能性等が重要であり、かつ、自治体境界を跨ぐような輸送経路は手続き上の制約が安全かつ円滑
な輸送の実施の支障になり得ることも考えられる。

 こうした点については、放射性廃棄物ＷＧとしてどのように考えるか、改めて検討していただきたい。

 なお、技術ＷＧとしては、これらは科学的有望地の選定に反映するものではなく、実施主体（ＮＵＭＯ）が具
体的な段階的調査に向けて考慮すべき重要事項として整理することが適当と考える。



（参考）海外のサイト選定初期段階での考慮要件（地質環境以外）

3（注）第13回 放射性廃棄物WGの資料２（原子力環境整備促進・資金管理センター作成）を参照し作成した。

 サイト選定の初期段階において地質環境以外の要件も考慮している国は多数存在。
 下記いずれの諸外国においても実施主体がスクリーニングも実施。

除外要件 好ましい要件

フィンランド
（サイト確定調査）

※１０２ヶ所の潜在的調査地
域（５～１０ｋｍ２）を選定

• 人口密度（都市区）
• 輸送手段がない地域
• 環境保護地域

• 低い人口密度、土地所有権者の少
なさ、輸送距離の短さ

スウェーデン
（フィージビリティ調査）

※調査を受入れた自治体内
から、サイト調査地区（１０～２
０ｋｍ２）を選定

－ • 土地利用や環境面の利害の衝突
が少ない

• 必要となるインフラが利用可能
• 輸送手段が良好

スイス
（サイト選定第一段階）

※スイス全土から絞り込みを
段階的に実施し、オパリナス
粘土を候補地域とした上で、
地質学的候補エリアを選定

• 地表からの調査が困難な地域（人口
密集地）

• 地表からの調査の容易さ（人口密
集地の回避等）

カナダ
（サイト選定第二段階）

※公募において関心表明を
行った自治体全域を対象とし
て、既存情報に基づいた初期
スクリーニングを実施

• 保護区域、遺産地域、国立公園

• 地下及び地上施設を収容できる大き
さの土地が確保できない地域

－



（２）科学的有望地の意義・目的や位置づけ等に関する国民理解について
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 本ＷＧ及び技術ＷＧで議論してきた科学的有望地の意義・目的や位置づけについて、先般の
全国シンポジウム等で寄せられた声等からは、国民的な理解を十分に得るには至っていない
ことが伺える。

（典型例としては、科学的有望地として選定された少数の自治体に対して国が一方的に申し入
れを行い、地域の意向を無視して調査が開始される、もしくは処分地として決定されるといっ
た懸念が示されている。）

 今後、科学的有望地提示を国民や地域の方々に冷静に受け止めて頂き、建設的な国民的議
論や各地での学習活動の契機として頂くためには、国、ＮＵＭＯ、電力会社として、どのような
メッセージ発信や取り組みが重要か。

 １０月に行う全国シンポジウム等では、今般の技術ＷＧからの報告も踏まえ、次頁以降のよう
な内容をお伝えし、お考え等を伺うこととしたいが、こうした取り組みやお伝えする内容につい
て、留意すべきことがないか。



機密性○「科学的有望地の提示」とは何なのか

◆科学的有望地は、長い道のりの「最初の一歩」

 処分地としての適性の最終的な確認には、段階的調査を通じた綿密で慎重な調査
が不可欠。

 科学的有望地は、段階的調査の「入り口」での適性を示すもの。処分地選定の長い
道のりの最初の一歩。

◆科学的有望地の提示が、国民的議論のきっかけとなることを期待

 科学的有望地は、元来、ピンポイントで一部の地域（地点）を“最適地”として抽出す
ることを目指したものではなく、一定の面的広がりを持つものになる見込み。

 科学的有望地提示により、その内外に関わらず、国民的な議論を促すきっかけとな
ることを期待。こうした意味合いが広く全国で理解され、どの地域も負担と感じずに受
けとめて頂けるよう、丁寧な対話を重ねていきたい。
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文献調査 概要調査 精密調査
科学的有望地

の提示

法定の処分地選定調査（段階的調査）

処分地の決定

国民的な議論と

地域の関心・理解の
深まり

※地域の理解の更なる深まり、段階的・主体的な合意形成



全国的な情報提供 地域の関心喚起 地域の理解醸成

国民理解・地域理解に向けた段階的なアプローチのイメージ

現在の取り組み

将来的な取り組み

ステップ１ ステップ２ ステップ３

※その後のプロ
セスは、国民や
地域の声を踏ま
えて検討

地域の方々の
主体的な学習
活動を支援

全国的な
理解活動

地域毎のきめ
細かな理解活動

有望地提示を契機に国民的議論の高まりを期待

高レベル放射性廃棄物の問題の解決に向けた国民的な認識共有と理解醸成
（ポイント）・現世代の責任で問題を解決していくことの必要性

・地層処分の技術的信頼性・安全性
・事業に貢献して頂く地域に対する敬意や感謝の念の国民的共有の重要性

○科学的有望地の提示後も、まずは国民や地域の方々に関心を持って頂くことに注力。
その中から、地域の方々による主体的な学習活動が生まれてくることを期待。

科学的有望地
の要件・基準

の検討
全国的な理解活動を地域単位
でもきめ細かく展開

ＮＵＭＯ・電力
中心に

国が前面に
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機密性○スウェーデン・フィンランドにおける処分地選定の経緯

▾ 1992年～1999年、実施主体が総合立地調査（全国規模・県域別の文献調査）により、

母岩の適性に応じた全国の色分け（※右図参照）等を実施。

▾ 1993年、公募に応じた２自治体でフィージビリティ調査（地方自治体単位での文献調査）を実施するも、
住民投票で反対多数となり調査打ち切り。

▾ 1995年以降、原子力施設立地自治体を対象とした総合立地調査（文献調査）に基づき、
原子力施設立地自治体への申入れを実施。議会の承認が得られた６自治体で調査を実施。

▾ 2000年、実施主体が３地区を選定。地元議会の承認が得られた２自治体で2002年よりサイト調査
（概要調査）を実施、 2009年にエストハンマル自治体のフォルスマルクを選定。

▾ 1983～85年、実施主体が全国より102箇所の潜在的調査地域を選定。

▾ 1986～92年、潜在的調査地域から、調査に好意的な自治体の同意を

得て、５箇所の概略サイト特性調査地域を選定。

ボーリング調査等を実施し、３箇所の詳細サイト特性調査地域を選定。

▾ 1993～2000年、詳細サイト特性調査を実施し、オルキルオトを選定。

スウェーデン（1992年～）

おそらく適格な基盤岩

おそらく不適格な基盤岩

不適格な基盤岩

フィンランド（1983年～）

○両国とも、適性の高い地域の提示を一つの契機とし、地域の理解を深め、協力を得なが
ら、段階的に選定調査を実施。処分地決定までには20年近くを要している。

（※概略サイト特性調査、詳細サイト特性調査はどちらも日本の概要調査に相当。フィンランドでは、
法律に基づく処分地選定（原則決定）後に、地下特性調査施設（オンカロ）で精密調査が行われている。）
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